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各 支 部 長 様
     　
　　 　　　　　　　　　　　  　　　    　社団法人　長崎県建設業協会
                           　  　    　　会　　長　谷　村　隆　三
登録経理士制度の創設について
　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
  さて、(財)建設業振興基金では、昭和56年度より関係機関・団体の協力のもと、建設業経理検定事業を行っておりますが、同事業はこれら多様な役割を担う人材育成の場として、また、建設企業が作成する計算書類・財務諸表の質の確保・向上のため、今後も業界全体で取り組むべきものと考えているところであります。
  また、行政の資格者に対する期待も高まっており平成20年の経審改正においては、従前からの公認会計士等数の評価に加え、経理実務責任者による自主監査（登録経理試験の1級合格者等が、経理処理を確認した旨の書類に署名し提出すること）を新たに評価する措置がなされております。
　これにより、登録経理試験に合格した者がより一層重要な役割を担う事となったとして、国土交通省総合政策局建設業課から同基金に別添のとおり指導がなされております。
  このため、同基金では、建設業経理検定合格者に対する支援策として、各種フォローアップの機会を設けることによって、経営の安定化に努力する企業、これらを担う人材を支援することが必要であると考え、従来から実施していた1級及び2級を対象とした「ステップアップ講習会」を発展させた登録講習会を実施し、その講習会の修了者等を「登録1級建設業経理士」・「登録2級建設業経理士」として実務者登録を行い、5年間有効のカード式登録証を交付する事によって通常の合格者と区別するものであります。
　以上の事から、同基金では、平成21年3月から1級及び2級の合格者を対象として、会計・経理知識等の維持及び向上を図ることを目的に、登録建設業経理士制度を創設することとしています。
　つきましては、同制度について、別添資料のとおり情報提供がありましたのでお知らせいたしますとともに、貴支部所属会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。
　追って、登録講習会は、今年度は、東京･大阪の2会場で開催され、21年度は、札幌･名古屋・福岡を加えた5会場で開催予定となっております事と、登録講習会に参加出来ない方への対応については、21年度内に諸規定を整備し検討する事になっております(創設の段階では公表されておりません)事を申し添えます。
